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平成25年度後期定期監査の結果に対する措置について（公表） 

 

 

 平成 25年度後期定期監査の結果に基づき、又は当該監査の結果を参考とし

て講じた措置について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 12

項の規定により、那覇市議会議長及び那覇市長から通知があったので、別添の

とおり公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



平成25年度定期監査（後期）の結果に伴う措置状況について 

 

市民文化部 

○ 市民生活安全課 

効果的な補助事業の執行について（注意事項） 

那覇市自治会等保安灯電気料相当額補助金は、自治会等が負担する保安灯

に係る電気料を算定基礎として、自治会等の活性化に資することを目的とす

る事業に対し交付するものである。しかし、自治会の活性化事業に対しては、

まちづくり協働推進課からも別途、補助金が支出されている。 

自治会の活性化事業に対して異なる部署で補助金を支出することは事務

事業を効果的に進めるという観点から適切でなく、所管のあり方も含め補助

事業の執行の見直しを検討されたい。 

 

□ 注意事項に関する措置 

当該補助事業は、保安灯の設置により全市的な防犯を進めるため、より多

くの保安灯設置につなげることを目的に保安灯の維持管理を行っている団

体の負担軽減を図り、安全で住みよいまちづくりを進める事業です。 

さらに当該補助金により、保安灯の維持管理を行う団体の経費負担が減り、

活動が活性化されることも目的の一つであります。 

当該事業補助の対象団体には、委託を行っている自治会以外の団体や通り

会など様々な形態があり、防犯関係の所管である当課において事業実施を行

っています。 

注意事項については、自治会担当課の「まちづくり協働推進課」とも補助

金について意見交換を行い検討したいと考えます。 

 

○ まちづくり協働推進課 

 委託料の支払方法について（是正事項） 

那覇市連絡事務委託料は、行政連絡事務を自治会に委託することにより、

市政の円滑な運営を図ることを目的として、資金前渡により支払われている。

経費を職員に前もって交付し支払先に支出する資金前渡は支出の特例であ

り、資金前渡のできる経費を規定した那覇市会計規則第54条には委託料は含

まれていない。当該規則を遵守し、適正な予算の執行に努められたい。 

 

□ 是正事項に関する措置 

那覇市連絡事務委託料の支払については、同委託料の性質を検討した結果、

平成26年度より、前金払いにて行うこととします。 



○ 文化振興課 

伝統芸能・文化の継承発展補助事業について（要望事項） 

伝統芸能・文化の継承発展補助事業は、地域の歴史と深く関わる伝統芸

能・文化の継承発展に取組む文化団体等に対する経費等を補助するものであ

る。 

平成 25年度の交付先団体への補助対象経費は、主に赤毛・タスキハチマ

キ、少年獅子衣装、三線セット等の物品である。当該事業の補助金交付要綱

に基づき、１件当たり 50万円以上の取得財産等については、取得財産等管

理台帳を備えることとしている。 

50万円未満の取得物品についても、口頭で管理指導を行っているが、継

続かつ効果的に管理できるよう文書にて指導され、補助事業による取得物品

が適切に管理されるよう努められたい。 

 

□ 要望事項に関する措置 

   50万円未満の取得物品についても、購入備品一覧表にて提出を義務化し、

適切に管理出来るように、平成25年度の交付先団体にも平成26年4月16

日付け購入備品一覧表の提出を依頼し、提出頂いております。 

 

 

議会事務局 

○ 議会事務局（庶務課・議事管理課・議事調査課） 

(1) 公印改廃の事務決裁について（注意事項） 

平成 23年度後期定期監査で指摘を受けて、議会事務局の公印の改廃が行

われた。那覇市議会公印規程第６条で公印の改廃については、議長決裁と規

定されているにも関わらず、事務局長決裁で処理されていた。当該規程を遵

守し、適切な事務処理を行われたい。 

 

□ 注意事項に関する措置 

   今後、那覇市議会公印規程に基づき適切な事務処理に努めてまいります。 

 

(2) 議員への事務連絡方法について（要望事項） 

本市議会議員の大半が事務連絡用として、議会事務局で賃借しているファ

クシミリを希望する議員に貸与している。パソコンや携帯電話等が普及して

いる状況において、自宅内外で受信できる電子メールは利便性が高い。ファ

クシミリで行っている事務連絡手段について、事務の効率性・経済性の観点

から、他の電子通信機器を含めて見直しを検討されたい。 



□ 要望事項に関する措置 

   議員への事務連絡の手段については、議員の要望を確認しファクシミリ 

や、携帯電話等で対応しているところです。現在、議会事務局が議員に貸与

しているファクシミリは 24台となっており、今後どのような通信手段が可

能か議員の要望を踏まえ検討してまいります。 

 

 

 

上下水道局 

○ 総務課                          

予定価格調書等の作成年月日未記載について（注意事項） 

上下水道局における契約事務全般について（工事契約を除く。）、予定価格

調書、最低制限価格調書の作成年月日の未記載が散見された。いずれの調書

にも日付欄のないことが原因と思われる。契約事務の透明性確保の観点から、

各様式の見直しと併せてマニュアルを整備し適切な事務処理に努められた

い。 
 
□ 注意事項に関する措置 

予定価格調書等の様式はすでに平成25年７月に変更し日付欄を設けてお

ります。また市長事務部局の契約事務マニュアルを活用し適切な事務処理に

努めてまいります。 

 

○ 料金サービス課                       

水道メーター検針業務の自治会への委託について（要望事項） 

水道メーター検針業務の一部については、「行政と市民との協働のまちづ

くり」の観点から、各自治会の活動が活性化される等の目的で、４ヶ所の自

治会との随意契約となっている。 

自治会に支払われた委託料については、すべて検針従事者に対する報酬と

なっていることから、自治会の活性化に寄与するという契約の趣旨に照らし

妥当かどうか、契約のあり方について検討されたい。 

 
 □ 要望事項に関する措置 
 本局では、水道メーター検針業務の一部について「行政と市民との協働の

まちづくり」の観点から、希望のあった４ヶ所の公営住宅自治会と個別に業

務委託契約を締結しております。 
平成 26年 7月からは希望のある２ケ所の公営住宅自治会が加わり、合計



６自治会になる予定です。 
   契約のあり方については、同委託業務の意義等を仕様書に記載すること

で自治会の活性化に寄与するという契約の趣旨を明確にしたいと考えてお

ります。  
検針業務従事者である自治会長や会員が、検針業務をとおして、公営住宅

居住者への声かけや１人世帯者の安否確認を行うなどにより、住民同士の交

流を図ることで、自治会加入者数を促進するなど自治会の活性化に寄与でき

るものと考えています。 
 
○ 工務課 

予定価格調書の適切な保存について（注意事項） 

図面用複写機賃貸借契約は、入札手続きを２回行っている。第１回目は入

札日の前日までに全指名業者が辞退したことから入札に至らず、第２回目で

落札している。第1回目入札の予定価格調書について、当該文書は誤って廃

棄されたということである。予定価格調書は、契約関係の書類として重要で

あり上下水道局文書取扱規程第41条により５年間保存することとされてい

る。文書取扱規程に基づいた適切な文書管理に努められたい。 

 
□ 注意事項に関する措置 

今後はこのようなことがないように留意し適切な文書管理に努めます。

（総務契約検査係） 

 
○ 下水道課                         

土地物件収益に係る収入調定及び収入について（注意事項） 

土地物件収益に係る収入調定及び収入のうち、美栄橋雨水ポンプ場予定地

の貸付分とその他の貸付分に係る収入調定及び収入の方法が異なっている。

美栄橋雨水ポンプ場予定地の貸付分に関しては、納入義務者からの収入があ

った時点で直接、収入調定及び収入の事務処理を行っている。その他の貸付

分に係る土地物件収益については、下水道用地として収納すべき分と一般会

計が収納すべき土地に係る分が混在しているとの理由により、３月に一般会

計への納付分と下水道用地分を確定している。しかし、その他の貸付分10

件中７件は、下水道用地単独の貸付分であり、美栄橋雨水ポンプ場予定地の

貸付分と同様の収入調定及び収入の方法が可能である。 

那覇市水道事業及び下水道事業会計規程の規定に基づき、適切な収納事務

を行われたい。 

 



□ 注意事項に関する措置 

平成26年度から土地物件収益に係る収入調定については、収入がある時点

で、下水道用地は土地物件収益、法定外用地は預り金として収入調定を行い、

下水道用地と法定外用地が混在している箇所についても、面積に応じて土地

物件収益と預り金に分けて収入調定を行ってまいります。 

また、法定外用地分の収益は、まとめて年度末に本庁の一般会計への繰入

れを行ってまいります。 

 


